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全国牛乳容器環境協議会規約 

ＣＯＭＣＥＩ 

（Committee for milk container environmental issue） 

 

第 １ 章  総 則 

 (名 称) 

第 １ 条 本会は、「全国牛乳容器環境協議会」という。 

 (事務所) 

第 ２ 条 本会は、事務所を東京都千代田区 一般社団法人日本乳業協会内に置く。 

 (目 的) 

第 ３ 条 本会は、会員相互の連携協調を図り牛乳等の紙容器環境問題の改善に資す

ることを目的とする。 

 （事 業） 

 第 ４ 条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

      １．環境保全、再資源化等の環境問題に関する啓発活動 

      ２．牛乳等の容器の環境問題に関する知識の普及 

      ３．牛乳等の紙容器再資源化に資する活動 

      ４．牛乳等の容器の環境問題に関する各種調査、研究及びその支援 

      ５．その他協議会の目的を達成するために必要な事業 

 

第 ２ 章  会 員 

  (構 成) 

第 ５ 条 本会は、次の者を正会員および賛助会員として構成する。 

     １．紙容器を使用して牛乳等を製造している乳処理業者 

     ２．牛乳等の紙容器の製造業者および輸入業者（代理店含む） 

     ３．第１号および第２号にかかげる者の組織する全国団体 

    ② 正会員以外の本会の趣旨に賛同する者を賛助会員として加入させること

ができる。 

 

 

 (入 会) 
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第 ６ 条 本会の会員になろうとするものは、別に定める入会申込書を会長に提出し、 

理事会の承認を受けなければならない。 

（脱 会） 

第 ７ 条 会員は、次の各号の事由の一に該当するときは、本会を脱会する。 

    １．会員から脱会の申出があったとき。 

    ２．会員たる資格を喪失したとき。 

    ３．死亡又は解散したとき。 

 

   ② 前項第１号の申出は、別に定める脱会届書を会長に提出しなければならない。 

 （拠出金） 

第 ８ 条 会員は、別に定めるところにより、事業に要する費用を拠出するものとす 

る。 

   ② 既納の拠出金は、いかなる理由によるもこれを返還しないものとする。 

 （資 格） 

第 ９ 条 会員の資格は、拠出金の拠出をもって生ずるものとする。 

② 会長は、会員が拠出金の拠出を甚だしく怠ったときは、総会の会日の 10

日前までにその会員に対して書面を持ってその旨を通知し、かつ、その総会

で弁明する機会を与えるものとする。 

第 ３ 章  役 員 等 

 

 （役員の定数及び選任） 

第 １０条 本会に、次の役員を置く。 

     １．理 事 １７人以内 

     ２．監 事  ２人 

    ② 必要に応じ、本会は顧問を置く事ができる。 

    ③ 顧問は、理事会の承認を得て、会長が委嘱する。 

第 １１条 理事及び監事は、総会の議決により正会員から選任する。ただし、総会の 

議決により会員外からの理事を選任することができる。 

    ② 理事のうちから会長１人、副会長４人以内及び常務理事１人を互選する。 

 （役員の職務） 

第 １２条 会長は、本会を代表し、会務を総理する。 

    ② 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

    ③ 常務理事は、会長、副会長を補佐し、事務局を統括して会務を処理する。 

    ④ 理事は、理事会を組織し、業務を執行する。 

    ⑤ 監事は、民法第５９条に規定する職務に準ずる職務を行う。 
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 （役員の任期） 

第 １３条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

    ② 補欠による役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （役員の報酬） 

第 １４条 役員は、無報酬とする。 

 

 

第 ４ 章  総 会 

 

 （総会の種別等） 

第 １５条 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

    ② 通常総会は、各事業年度の終了後２月以内に開催し、臨時総会は、必要の 

都度開催する。 

    ③ 総会は、理事会の議決に基づき、会長が、総会開催日の２週間前までに、 

書面により招集する。 

    ④ 総会の議長は、会長がこれに当たる。 

 （総会の議決事項） 

第 １６条 次の事項は、総会の議決によらなければならない。 

     １．規約の変更 

     ２．拠出金の賦課方法 

     ３．事業計画及び収支予算の決定並びに事業報告及び収支決算の承認 

     ４．理事及び監事の選任及び解任 

     ５．解散又は合併並びに解散に伴う財産の処分 

     ６．訴訟に関すること 

     ７．その他会長が必要と認めた事項 

 （総会の議決方法等） 

第 １７条 正会員は、総会において次の表決権を有する。 

     １．第５条第１項第１号及び同号に係る第３号の会員全体で１２個 

     ２．第５条第１項第２号及び同号に係る第３号の会員全体で１２個 

    ② 前項第１号及び第２号に該当する正会員それぞれの表決権の配分は、 

あらかじめそれぞれが協議し、これを定める。 

    ③ 賛助会員は表決権を有さない。 

第 １８条 総会は、表決権を有する出席会員の表決権が過半数を超えなければ開く 

     ことができない。 

    ② 総会の議事は、表決権を有する出席会員の過半数（第１６条第１号、 
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     第２号及び第５号については３分の２以上）をもってこれを決する。 

    ③ 正会員は、会長の承認した代理人又は書面をもって総会における表決権を 

行使することができる。この場合、表決権を行使する者は、出席者とみなす。 

 （議事録） 

第 １９条 総会の議事については、その経過の要領及び結果を議事録に記載し、議長 

及び総会において選任された議事録署名人が署名押印しなければならない。 

 

第 ５ 章  理 事 会 等 

 

 （理事会） 

第 ２０条 理事会は、会長が開催日の３日前までに書面により招集し、その議長は、 

会長がこれに当たる。 

    ② 理事会は、次の事項を審議し、決定する。 

     １．規則の変更 

     ２．第１５条に定める総会に付議すべき事項 

     ３．本会の運営に関する重要な事項 

     ４．専門委員会の設置、解散 

     ５．寄付に関すること 

     ６．その他会長が必要と認めた事項 

    ③ 理事会は理事の過半数の出席をもって成立し、その議事は、出席理事の過 

半数をもってこれを決する。 

    ④ 理事会の議事については、議事録に記録し、議長がこれに記名押印しなけ 

ればならない。 

    ⑤ 監事は、理事会に出席して意見を述べることができる。ただし、議決に加 

わることはできない。 

 ⑥ 理事は代理人に委任して、その議決権を行使することができる。ただし、

この場合は委任状を提出しなければならない。代理人によって議決権を行使

した理事は、理事会に出席したものとみなす。 

 

 

（企画運営委員会） 

第 ２１条 会長は、理事会の業務遂行機関として、協議会の事業の企画、運営を審議

し、業務の円滑な遂行を図るため、および、必要に応じて理事会に付議する

事項を決定するため企画運営委員会を設置する。企画運営委員会は主に事業

の企画、運営と遂行状況を管理する四半期運営委員会と企画された事業内容
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に関わる業務の円滑な遂行を図る月次運営委員会の総称とする。四半期運営

委員会は、会長が開催の３日前までに書面等により招集し、月次運営委員会

は事務局長が開催の３日前までに書面等により招集する。 

 

（四半期運営委員会） 

② 四半期運営委員会は、原則として年度の 5月、8月、11月、２月に開催

するものとする。 

③ 四半期運営委員会は、次の者で構成する。 

 １．参加を希望する理事 

 ２．専門委員会の委員長、副委員長、および委員長が必要と認めた専門委員 

④ 四半期運営委員会は、次の事項を審議し、決定する。 

 １．理事会に付議すべき事項 

 ２．専門委員会で調査、審議すべき事項 

 ３．月次運営委員会から付議された事項 

 ４．契約の締結に関わる事項 

 ５．国外出張に関わる事項 

 ６．会長が必要と認めた事項 

 ７．その他、本協議会の業務遂行上必要と認められる事項 

⑤ 四半期運営委員会は、理事の出席をもって成立する。理事の出席がない当

委員会は、月次運営委員会とみなす。 

⑥ 四半期運営委員会の議事については、議事録に記録し、理事および監事に

報告する。 

（月次運営委員会） 

⑦ 月次運営委員会は、次の者で構成する。 

 １．専門委員会の委員長、副委員長、および委員長が必要と認めた専門委員 

⑧ 月次運営委員会は、次の事項を審議し、決定する。 

 １．四半期運営委員会に付議、報告すべき事項 

 ２．専門委員会で調査、審議すべき事項 

 ３．専門委員会から付議された事項 

 ４．会長が必要と認めた事項 

 ５．その他、本協議会の業務遂行上必要と認められる事項 

⑨ 月次運営委員会の議事については、議事録に記録する。 

 

 （専門委員会） 

第 ２２条 会長は、協議会の事業の円滑な運営を図るため、専門委員会を設置する。

専門委員会を設置、解散する場合は、理事会の議決を経て設置、解散するこ
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とができる。 

    ② 専門委員会は、理事会、会長、企画運営委員会から付議された専門的事項

および本協議会の業務遂行上必要と認められる事項について活動を行う。 

③ 専門委員会の運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、専門委員会

運営規則として別途定める。 

 

 （事務局） 

第 ２３条 本協議会の会務を処理するため、事務局を設置する。 

    ② 事務局には事務局長を置く。 

    ③ 事務局長は、会長が任免する。 

 

第 ６ 章  資産 及び 会計 

 （事業年度） 

第 ２４条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日をもって終わ 

る。 

 （資産の構成等） 

第 ２５条 本会の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

     １．拠出金 

     ２．寄附金又は補助金 

     ３．その他の収入 

 （資産の管理） 

第 ２６条 本会の資産は、会長が管理し、その方法は総会の議決を経て、会長が別に 

定める。 

 （経費支弁の方法等） 

第 ２７条 本会の経費は、資産の額を超えて支弁してはならない。 

    ② 毎事業年度の収支計算における収支差額については、総会の議決を経て 

翌事業年度に繰り越すものとする。 

 （監 査） 

第 ２８条 毎事業年度の収支決算は、年度終了後、通常総会の開催前に監事による 

監査を受けなければならない。 



 

- 8 - 
 

 

第 ７ 章  会 則 

 

 （解散の場合の残余金） 

第 ２９条 本会が解散した場合において残余金があるときは、総会の議決を経て、 

本会の目的と類似の目的のために処分するものとする。 

 （規約に定めのない事項） 

第 ３０条 この規定に定めのない事項については、総会又は理事会の議決を経て決定 

する。 

附 則 

 

１． 平成４年８月３１日にこの協議会の設立総会を開催し、この規約は同日から施 

行する。 

２． 平成４年度に限り事業年度は、８月３１日から翌年の３月３１日までとする。 

３． 平成６年度に限り事業年度は、８月３１日から翌年の３月３１日までとする。 

４． 第３条、第４条１項３号、第５条１項２号、第９条２項、第２１条１項から９

項、第２２条１項から３項、第２３条の規定は平成２４年４月２５日の議決を

持って、同日から施行する。付属文書の規定は平成 25年 4月 1日から施行す

る。 
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〔付属文書〕 

規約第８条に基づく拠出金の賦課方法 

１． 賦課方法 

 （乳処理業者の賦課方法） 

（１）規約第５条第１項第１号の会員 

① 第 1号の会員（乳処理業者）は、紙容器製造業者が算定した拠出金納入年

度の原則として前々年度４～３月に購入した紙容器（牛乳、加工乳、乳飲料）

の容器内容量の総和を基に次により賦課する。 

ア．2,000kl未満       一律 10,000円 

イ．2,000kl以上       容器内容量の総和(下 2桁切り捨て)に  

１リットル当たり１銭を乗じた額 

② 第 1号の会員（乳処理業者）は、輸入した紙容器（牛乳、加工乳、乳飲料）

の容器内容量を申告しなければならない。 

③ 第 1号の会員（乳処理業者）が、前号の申告を怠った場合は、紙容器を輸

入した第 1号の会員が、付属文書 1条 2項 1号で賦課される拠出金を拠出

しなければならない。 

（容器製造および輸入業者の賦課方法） 

（２）規約第 5条第 1項第 2号の会員 

    ① 第 2号の会員（紙容器製造業者および輸入業者）は、自ら算定した拠出金

納入年度の原則として前々年度４～３月に販売した紙容器（牛乳、加工乳、乳

飲料）の容器内容量の総和を基に次により賦課する。 

ア．2,000kl未満         一律 10,000円 

イ．2,000kl以上         容器内容量の総和(下 2桁切り捨て) 

に１リットル当たり１銭を乗じた額 

（３）規約第 5条第 1項第 3号の会員 

    各１０万円を賦課する。 

（４）規約第 5条第２項の賛助会員は一律 30,000円とする。 

 

２．拠出方法 

 （１）各会員は次により直接拠出（指定口座への振込）する。 

   ① 拠出金額 100,000円未満の場合 6月末日まで一括 

   ② 拠出金額 100,000円以上～   6月並びに12月末日まで各２分の１ 

         1,000,000円未満の場合 

   ③ 拠出金額 1,000,000円以上の場合 6月、9月、12月末日、並びに 

                      3月 20日まで各 4分の 1  以上 



 

専門委員会運営規則 
 

規約第 22条第 3項により、専門委員会の運営規則を以下に定める。 

 

 （専門委員会） 

第 1条 専門委員会は広報委員会、イベント委員会、総務委員会、支部組織委員会の総称とする。 

 

 （広報委員会） 

第 2条 広報委員会は、事務局長が開催日の前日までに電子メール等により招集し、その議長は 

    広報委員長がこれに当たる。 

  ② 広報委員会は、次の者で構成する。 

   １．規約第 5条 1項の 1で規定する会員（乳処理業者） 

２．規約第 5条 1項の 2で規定する会員（紙容器の製造業者および輸入業者） 

  ③ 広報委員会は、次の事項の運営を行う。 

   １．月次運営委員会において、月次の活動報告を行い、必要に応じて付議する。 

   ２．年次報告書の編集を行う。掲載する記事の取材、その他収集作業等を合わせて行う。 

   ３．容環協ホームページ（HP）の管理と更新を行う。HPレイアウトの変更、掲載する記事 

     の収集や取材、新規情報のアップ、HP訪問数の集計、その他必要な作業等を行う。 

   ４．イベント委員会と連携し、ポスター、冊子、動画、新聞·雑誌·Web記事、自治体広告な 

     どの各種の啓発グッズやツールの作成と、これらを活用した広報活動を行う。 

   ５．その他、企画運営委員会で付議された事項の活動を行う。 

 

（イベント委員会） 

第 3 条 イベント委員会は、事務局長が開催の前日までに電子メール等により招集し、その議長は

イベント委員長がこれに当たる。 

  ② イベント委員会は、次の者で構成する。 

   １．規約第 5条 1項の 1で規定する会員（乳処理業者） 

２．規約第 5条 1項の 2で規定する会員（紙容器の製造業者および輸入業者） 

  ③ イベント委員会は次の事項の運営を行う。 

   １．月次運営委員会において、月次の活動報告を行い、必要に応じて付議する。 

   ２．環境、リサイクル、SDGs等の環境や 3Rにかかわる各種展示会やイベントへの出展、 

     ならびに企画・運営を行う。 

   ３．出前授業や紙パックリサイクル講習会等、紙パックの回収やリサイクルの促進につな 

     がる各種の対外活動を行う。 

   ４．広報委員会と連携し、第 2条③４で規定された各種の啓発グッズやツールの作成を行う 

     と共に、これらを活用したイベントに企画・運営を行う。 

   ５．牛乳紙パックで『遊ぶ学ぶコンクール』の企画・運営を行う。 

   ６．その他、企画運営委員会で付議されたイベント企画・運営活動を行う。 

 

 

（総務委員会） 

第 4条 総務委員会は、事務局長が開催の前日までに電子メール等により招集し、その議長 

 は総務委員長がこれに当たる。 

  ② 総務委員会は、次の者で構成する。 

   １．規約第 5条 1項の 1で規定する会員（乳処理業者） 

２．規約第 5条 1項の 2で規定する会員（紙容器の製造業者および輸入業者） 

  ③ 総務委員会は、次の事項の運営を行う。 

   １．月次運営委員会において、月次の報告を行い、必要に応じて付議する。 



   ２．紙パックリサイクルの現状にかかわる各種調査、ヒアリング、検証、報告を行う。 

   ３．リサイクル促進意見交換会、促進地域会議等の企画・運営を行う。 

   ４．当年度の予算施行状況の確認、報告および次年度の予算策定を行う。 

   ５．規約、規定の改正に関わる活動を行う。 

   ６．その他、企画運営委員会で付議された活動を行う。 

 

（支部組織委員会） 

第 5 条 支部組織委員会は、事務局長が開催の前日までに電子メール等により招集し、その議長は

支部組織委員長がこれに当たる。 

  ② 支部組織委員会は、次の者で構成する。 

   １．規約第 5条 1項の 1で規定する会員（乳処理業者） 

２．規約第 5条 1項の 2で規定する会員（紙容器の製造業者および輸入業者） 

  ③ 支部組織委員会は、次の事項の運営を行う。 

   １．月次運営委員会において、月次の報告を行い、必要に応じて付議する。 

   ２．地域の支部委員の組織づくり、組織ガバナンスの強化にかかわる活動を行う。 

   ３．さまざまな領域で活動する地域環境リーダーと連携し、紙パックの回収率向上と 

     リサイクル促進に向けた活動を行う。 

   ４．市区町村等の行政、他団体·機関が企画・運営する紙パックの回収やリサイクル 

     にかかわる地域イベントを支援する活動を行う。 

   ５．その他、企画運営委員会で付議された活動を行う。 

 

（活動にかかわる日当規定） 

第６条 第１条で規定された各専門委員会に所属する委員（委員長、副委員長、委員を含む）なら

びに事務局に所属する職員が、第２条から第５条で規定された③項の活動を行い、かつ、当

該の対象者が、自らが所属する乳処理業者や紙容器の製造業者等（以下事業所等と略記）か

ら日当等の支給を受けない場合、申請に応じて、昼食費の補助として以下の日当を支払う。

時間の算出には事業所等からの移動時間も加算する。 

４時間以上８時間未満： 1,000円 

８時間以上          ： 2,000円 

②定期的な各種委員会への出席（実出席、Web 出席を含む）については、活動時間が４時間を

超える場合であっても、前項の対象外とする。 

③申請のない場合、自らが所属する事業所等から日当等の供与を受けている場合には、前項の

日当は支払わない（二重支払いの禁止）。 

 

制定 2012年 8月 22日 

改訂  2023年 3月 24日 
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